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本書は、ＮＥＤＯ技術委員・技術委員会等規程第３２条に基づき研究評価委員会において

設置された「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業①～④」（中間評価）の研究評価委員会分科

会（２０２０年９月２８日）及び現地調査会（２０２０年９月１８日 於 地球環境産業技

術研究機構（RITE）京都本部））において策定した評価報告書（案）の概要であり、ＮＥＤ

Ｏ技術委員・技術委員会等規程第３３条の規定に基づき、第６３回研究評価委員会（２０２

１年１月８日）にて、その評価結果について報告するものである。 
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「ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業①～④」（中間評価） 

評価概要（案） 

 
１．総合評価 
温暖化対策に関する世界的な情勢や国際的な合意事項に基づいて我が国の政策立案や技

術開発ロードマップが制定されており、本事業はおおむねこれらと整合する内容となってお

り、事業として妥当であると判断できる。特に、CCS の実証事業はリスクが高く民間のイン

センティブが働きにくいため NEDO 事業として妥当である。また、新政権が提唱した温室効

果ガスを 2050 年実質ゼロへの顕著な貢献が期待出来る、我が国の CO2 削減技術開発の最前

線と位置付けられるプロジェクトであり、適切なマネジメント、体制で、着実に研究開発が

なされ、中間地点として、十分な成果を上げている。さらに、世界初、世界最高水準などの

新たな技術開発にも成功しており評価できる。最終目標に向けて、技術のさらなる進展を期

待するとともに、実用化を視野に入れた事業展開にも期待したい。 

一方、CCS、CCUS の重要性は世界共通の認識であり、必ずしも日本が技術的に圧倒的に

有利な立場にある訳ではない。今後の焦点は、いかにスピーディーに本事業の実用化を実現

するか、あるいは民間に技術移転するかである。そのスピードが、国内外の技術普及に繋が

り、技術の進展や低コスト化にも繋がる。 
今後に向け、当該事業の各プロジェクトの各研究を「実用化」の観点から評価する上でも、

また、どのように「実用化」に寄与するのかを一般に理解してもらうためにも、各研究に対

して、重要度、貢献度、新規性・独創性、汎用性、実現可能性、スケールアップの可能性、

社会的受容性の項目等を定量的に、あるいは明瞭に整理して進めていただきたい。合わせて、

2050 年に向けた日本の地球温暖化対策へ寄与するための CCUS の社会実装 / 商用化に向

けたより明確な戦略的方向、技術マップおよびロードマップを政府と連携して検討するよう

期待する。 
 

２． 各論 
２．１ 事業の位置付け・必要性について 
本事業目的は、パリ協定の方向性にも沿った日本政府の長期的な地球温暖化対策にかなう

ものと考える。また、CCUS は、新政権が提唱した 2050 年に向けた国内外での温室効果ガス

排出の大幅削減に寄与する可能性があり、本格的な社会実装 / 商用化への期待がある。本

技術が確実に実用化されれば、今後二酸化炭素削減に係る費用を著しく低減できる可能性が

あり、本事業の対費用効果は極めて高いと思われる。さらに、本事業では、実際に CO2を分

離・回収する、地下に CO2を貯留するといった、ある程度大規模なパイロット試験を実施し

て様々な知見を得て、それらに学ぶことが不可欠となる。このような大規模な実証や研究は、

コストや社会的受容性の観点から、民間企業が実施することは不可能であり、まさに国のプ

ロジェクトとして推進する意義は明確である。 
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一方、温暖化防止の観点から見た CCUS の実効性についてはいまだ議論が行われていると

ころであり、国際的な議論の推移を見守りつつ、実施者としてもその有効性を常に検討する

ようお願いしたい。 

 
２．２ 研究開発マネジメントについて 
 世界的な技術開発の動向を踏まえて適切に研究開発目標が設定されている。目標達成に必

要な要素技術がおおよそ適切に選択されており、個々について具体的な開発時期、開発目標

が設定されている。これらの目標は数値的に管理されており、達成度評価は具体的にできる

ように工夫されている。実施体制に関しても、民間会社や組合を中心とした体制を組織し、

実証や研究のみならず、国民とのコミュニケーション活動等にも対応している。総体的に当

該事業の実施内容は明確で、レベルも高く、論文の発表や特許の取得に繋がると考えられる

ものも多く、研究開発は適切に遂行されていると判断できる。 
一方、目標達成に必要な要素技術については技術の発展や社会的な情勢に適用して柔軟に

見直し、多くのポテンシャルのある研究開発シーズがある中で、個別技術を組み合わせるこ

とにより、大きな相乗効果を期待できるような視点も踏まえて、CO2削減に資する技術群の

整理と、国際競争力のある、あるいは、そのポテンシャルのある技術の絞り込み、そして、

プロセス間の連携（例えば、CO2分離回収と利用プロセスの統合）や、相乗効果の期待でき

るプロジェクト間の連携を含むような、マネジメントを進めてほしい。 
 
２．３ 研究開発成果について 
 本事業、特に CO2の圧入・貯留の実証試験プロジェクトでは、ある程度大きな規模・期間

での CO2 の圧入・貯留を達成して、本事業で適用した圧入・貯留手法やモニタリング手法

等有効に機能することを検証し、さらには、課題を含む多くの知見を得ることができている。

これらは、将来の本格的な CCUS 実施に向けての顕著な成果であると考えられる。苫小牧

CCS における、PSA オフガス中 CO2分離回収において、2 段吸収法の採用によって、世界

最高水準の分離回収エネルギー1.22GJ/ｔ-CO2を達成している点や、固体吸収材開発によっ

て、石炭火力発電所排ガス中 CO2分離回収において 1.5GJ/ｔ-CO2を達成している点は、世

界に誇るべき成果といえる。また他分野への応用可能な技術開発も検討されており、広く社

会に普及されるあるいは技術移転される技術開発に取り組む姿勢も評価できる。 
一方、膜分離事業は他の事業に比べ研究開発が遅れており、最終目標達成への明確な道筋

を示す必要があると思われる。また、今後は、CCS に関する最終目標について、社会実装 / 
商用化時点での事業規模 (1プロジェクトあたりの年間CO2貯留量など) に近くなるよう設

定する必要があり、最終目標の達成時期についても現行のエネルギー・環境政策の情勢を踏

まえてある程度柔軟に検討する必要があると考える。 
 
２．４ 成果の実用化に向けた取組及び見通しについて 

100 万 t CO2/年の圧入の実証という観点からみるとおおよそ達成できるという判断はで

きる。また、各要素技術については着実に性能を上げ、低コスト化が図られており、数値
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目標の達成の観点からもおおむね妥当であると判断できる。CO2のリークや地震時の対応

などについて、社会受容性を高めるための活動については評価でき、CO2のモニタリング

技術と上記を組み合わせると、海外にも展開できる CCUS の安全性担保のための技術シス

テムができると期待できる。 
一方、固体吸収材、CO2膜分離ともに、大きなポテンシャルを持つ新技術であるが、新

技術の実用化には多くの困難を伴う。実用化への方向性での成果を目指すプロジェクトマ

ネジメントも重要であるが、革新的な技術開発に向けた長期的な視点に立ったマネジメン

トも必要と思われる。また、モニタリング手法については、今後の実用化で設定されてい

る 100 万 t CO2/年に比べて、圧入量が少ないために、シグナルとして検出することが比較

的難しい状況になっている。要素技術として開発を進めているファイバー技術を導入する

と、将来的な CCS ではどのような安全貯留管理が期待できるのかビジョンとして示すよう

にお願いしたい。コスト評価については今後さらにさまざまな要素を取り入れて検討を深

めていく必要がある。加えて、温暖化防止の観点から貢献しうるのかどうかをエネルギー

学的な観点からも検討をお願いしたい。 
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評点結果〔プロジェクト全体〕 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

評価項目 平均値 素点（注） 
１．事業の位置付け・必要性 2.9 A B A A A A A 
２．研究開発マネジメント 2.1 B B B B A B B 
３．研究開発成果 2.3 B B B B A A B 
４. 成果の実用化に向けた取組

及び見通し 1.6 B C C B B B C 

（注）素点：各委員の評価。平均値は A=3、B=2、C=1、D=0 として事務局が 
数値に換算し算出。 
 
〈判定基準〉 
１．事業の位置付け・必要性について ３．研究開発成果について 
・非常に重要         →A 
・重要            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当性がない、又は失われた →D 

・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね妥当          →C 
・妥当とはいえない      →D 

 
２．研究開発マネジメントについて 

 
４．成果の実用化に向けた 

取組及び見通しについて 
・非常によい         →A 
・よい            →B 
・概ね適切          →C 
・適切とはいえない      →D 

・明確            →A 
・妥当            →B 
・概ね妥当          →C 
・見通しが不明        →D 

1.6 

2.3 

2.1 

2.9 

0.0 1.0 2.0 3.0

４．成果の実用化に向けた

取組及び見通し

３．研究開発成果

２．研究開発マネジメント

１．事業の位置付け・必要性
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概 要 

最終更新日 2020 年 8 月 2６日 

プロジェクト名 ＣＣＵＳ研究開発・実証関連事業 プロジェクト番号 P18006 

担当推進部/ 

ＰＭまたは担当者 
環境部 ＰＭ：布川 信（2020 年９月現在） 

０．事業の概要 

 二酸化炭素分離・回収・貯留・有効利用（CCUS：Carbon dioxide Capture, Utilization and 

Storage）は、工場や発電所等から排出される CO2 を大気放散する前に回収し、地下へ圧入・貯留する技術

で、温室効果ガス削減効果が大きいこと等から、地球温暖化対策の選択肢の一つとして世界的に期待されており、

国際エネルギー機関（ IEA； International Energy Agency）が公表した Energy Technology 

Perspective 2017 では、2050 年までの累積 CO2削減量の 9%を CCUS が担うとされている。 

 CCUS の実用化に向けては、CO2 の分離回収、圧入貯留、モニタリングまでトータルでの CCUS 技術の確立、

CCUS 事業コストの十分な低減、十分な貯留能力を有した貯留地点の選定、社会的受容性の醸成活動等が不

可欠である。 

 本プロジェクトでは、CCUS技術の実用化に資するべく、大規模 CCS実証試験、CO2分離・回収コストの低減及

び、CO2貯留の安全性確保を目指した研究開発を実施する。 

研究開発項目① 苫小牧における CCS 大規模実証試験 

研究開発項目② 安全な CCS 実施のための CO2 貯留技術の研究開発 

研究開発項目③ CO2分離・回収技術の研究開発 

1)先進的二酸化炭素固体吸収材の実用化研究開発 

2)先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭排ガス適用性研究 

3)革新的二酸化炭素分離膜モジュール研究開発 

研究開発項目④ CCUS 技術に関連する調査 

 

１．事業の位置 

付け・必要性に

ついて 

我が国においても、エネルギー基本計画（2018年 7月閣議決定）において、「2020年頃の CO2回収・有効利

用・貯留（CCUS）技術の実用化を目指した研究開発、国際機関との連携、CCUS の商用化の目途等も考慮し

つつできるだけ早期の CCS Ready導入に向けた検討や、国内における回収・輸送・圧入・貯留の一連の CCUSの

プロセスの実証を着実に進めるなど、環境負荷の一層の低減に配慮した石炭火力発電導入を進める。」との方針が

示されるなど、CCUS 技術を重要な気候変動対策の一つとして位置付けている。 

 

２．研究開発マネジメントについて 

  事業の目標 

 本事業を通じて、大規模実証試験における CO2 の貯留や地中 CO2 のモニタリング技術の開発、CO2 分離・回

収コストの低減等、CCSの実用化による約束草案の実現に寄与する革新的なCCUS関連技術の確立を目指す。 

 本事業の開発成果により、2019年度に CO2分離・回収エネルギー1.5GJ/ｔ－CO2以下となる固体吸収材・

システム、2020 年度に同 0.5GJ/ｔ－CO2以下となる分離膜技術を確立を目指すとともに、それらの技術の発電

プラントへの適用性について検証を進める。また、苫小牧における CCS 大規模実証試験事業においては、年間 10

万トン規模の貯留実績を達成し、その後のモニタリングによる CO2 の漏出（海水の化学的性状の測定値を含む各

監視データの総合判断から CO2漏出が認められる状況）回数ゼロを達成する。 
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事業の計画内容 

主な実施事項 
2018 

fy 

2019 

fy 

2020 

fy 

2021 

fy 

2022 

fy 

2023 

fy 

2024 

fy 

 

 

①苫小牧における CCS大規模実証試験 

年間 10万トン規模での

CO2分離・回収／圧入

貯留  

        

貯留した CO2 のモニタリ

ング 
        

海洋環境調査         

社会的受容性の醸成に

向けた情報発信活動 
        

②安全な CCS実施のための CO2貯留技術の研究開発 

大規模 CO2 圧入・貯

留の安全管理技術の確

立 

        

大規模貯留層の有効

圧入・利用技術の確立 
        

CCS 普及の条件整備、

基準の整備 
        

③-1）先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発 

高効率システム開発         

実用化のための材料最

適化と製造技術開発 
        

スケールアップ検討と経

済性評価 
        

③-2）先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究 

移動層パイロットスケー

ル試験設備の詳細設

計・建設、試運転 

        

高効率 CO2 分離回収

技術基盤技術開発 
        

③-3）二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発 

実ガスを用いた CO2 分

離性能試験による課題

抽出と解決 

        

膜材料と膜エレメントの

最適化 
        

経済性評価         

④CCUS に関連する 

調査 
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事業費推移 

 

(会計・勘定別に

NEDO が負担 

した実績額 

（評価実施年度

については 

予算額）を記載) 

(単位:百万円) 

（委託）・ 

（助成）・ 

（共同研究） 

のうち使用しない

行は削除  

会計・勘定 
2018 

fy 

2019 

fy 

2020 

fy 

2021 

fy 

2022 

fy 

2023 

fy 

2024 

fy 
総額 

一般会計        ０ 

特別会計（需給） 4,855 7,840 7,662 6,900 14,900 14,300 6,200 62,657 

開発成果促進財源        ０ 

総 NEDO負担額 4,855 7,840 7,662 6,900 14,900 14,300 6,200 62,657 

(委託)①苫小牧 CCS 3,165 5,560 4,482     13,207 

(委託)②安全貯留 957 1,145 1,221     3,323 

(委託)③-1)固体 550 685 - - - - - 1,235 

(委託)③-2)固体 - - 1,347 2,283 2,139   5,769 

(委託)③-3)膜 183 440 286     909 

(委託)④調査 - 10 326     336 

開発体制 

経産省担当原課 産業技術環境局 環境政策課 地球環境対策室 

プロジェクト 

リーダー 

研究開発項目① 

日本 CCS 調査(株)：取締役 田中 豊（2018 年 4 月～2020 年６月）  

常務取締役プラント本部長 今井 英貴（2020 年 7 月～） 

プロジェクト 

マネージャー 
NEDO環境部 布川 信 

委託先 

（助成事業の場合「助

成先」とするなど適宜変

更） 

（組合が委託先に含ま

れる場合は、その参加企

業数及び参加企業名も

記載） 

研究開発項目①日本 CCS 調査株式会社 

研究開発項目②二酸化炭素地中貯留技術研究組合（参加５社） 

＜組合企業＞ 

公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

国際石油開発帝石株式会社 

   大成建設株式会社 

   応用地質株式会社 

   石油資源開発株式会社 

＜再委託＞ 

国立研究開発法人産業技術総合研究所 

研究開発項目③－1)公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

＜再委託＞ 

川崎重工業株式会社 

研究開発項目③－2)公益財団法人地球環境産業技術研究機構、川崎重工業株

式会社 

   ＜再委託＞ 

    名古屋大学 

研究開発項目③－3)二酸化炭素分離膜モジュール技術研究組合 

  ＜組合企業＞ 

   公益財団法人地球環境産業技術研究機構 

   住友化学株式会社 

   ＜再委託＞ 
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    名古屋大学 

研究開発項目④三菱日立パワーシステムズ(株)、三菱重工エンジニアリング㈱、三菱

瓦斯化学(株) 

情勢変化への 

対応 

「2020 年頃の CO2 回収・有効利用・貯留（CCUS）技術の実用化を目指した研究開発、国際機関との連

携、CCS の商用化の目途等も考慮しつつできるだけ早期の CCS Ready 導入に向けた検討や、国内における回

収・輸送・圧入・貯留の一連の CCS のプロセスの実証を着実に進めるなど、環境負荷の一層の低減に配慮した石

炭火力発電導入を進める。」との方針が示され、CCUS 技術の必要性が示された。 

「パリ協定における成長戦略としての長期戦略」において、2030 年以降の CCUS 技術の本格的な社会実装に

向けて、2023 年までに最初の商用規模の CCU 技術を確立することを目指し、その後の普及の起爆剤とすべく、幅

広い関係者の取り組みを加速するとされている。 

 

中間評価結果 

への対応 

（中間評価を実施した事業のみ） 

産業構造審議会 産業技術環境分科会 研究開発・イノベーション小委員会 第 47 回評価ワーキング（2019

年 2 月 22 日） 

●全体 

・目標設定について、研究開発の進捗状況を客観的に評価検討できるように、定量的な事業アウトプット指標の設

定を検討すること。コスト目標についても、適地調査及び輸送も含めた目標値の設定を検討すること。 

⇒目標設定について、研究開発項目にもよるが、可能な限り定量的なアウトプット指標を設定すべく検討を行う。コ

スト目標については、実証試験の結果、研究開発の動向、適地調査の進捗状況等を踏まえて検討を行う。 

 

・社会的受容性に関して、国民の理解が得られるように、広報活動の実施方法を検討すること。 

⇒ＣＣＳに対する社会的受容性の醸成を目的として、これまで本プログラムで実施してきた情報発信活動を継続す

るとともに、NEDO とも連携し、その広報力を活用した PR についても検討を行う。 

 

・知財や研究開発データの取り扱いについての戦略及びルール、特に事業終了後のルールについて、できるだけ早め

に検討し具体化すること。 

⇒知財管理について、プロジェクトごとにルールを定め、適宜調整を行う体制をとっており、各プロジェクトのルールに則

り適切な運用を行う。データや事業の成果については、各事業者の機密等に配慮しつつ、可能な限り社会一般への

公開に努めるべく検討を行う。 

 

①苫小牧における CCS 大規模実証試験 

・滝ノ上層（火山岩層）へのCO2圧入は想定を大きく下回る結果であったが、その原因を明らかにし、適地選定に

おいても滝ノ上層のような浸透性が低い地層を選定するリスクを回避する方法についても検討すること。 

⇒滝ノ上層のような浸透性が低い地層を選定することがないよう、原因分析を行い、今後の適地サイト選定に生か

せるよう対処法について検討を行う。 

 

・社会的受容性に関して、国民の理解が得られるよう、広報活動の実施方法を検討すること。 

⇒ＣＣＳに対する社会的受容性の醸成を目的として、実証試験地の地元を中心として国内各地域に対してこれま

で本プロジェクトで実施してきた情報発信活動や双方向の意見交換を継続するとともに、NEDO とも連携し、その広

報力を活用した PR についても検討を行う。 

 

②安全な CCS 実施のための CO2 貯留技術の研究開発 

・目標設定について、研究開発の進捗状況を客観的に評価検証できるように、定量的な事業アウトプット指標の設

定を検討すること。 

⇒技術開発成果適用による CCS の安全性・効率向上、貯留 CO2 監視効率・精度の向上、あるいは CCS 実用

化に向けた課題解決貢献度等について、可能な限り定量的な目標を設定すべく検討を行う。 

 



 

7 

 

・知財や研究開発データの取り扱いについての戦略及びルール、特に事業終了後のルールについて、できるだけ早め

に検討し具体化すること。 

⇒知財についての戦略やルールは、技術研究組合の「知的財産権取扱協定書」に定めている他、技術研究組合の

「知的財産委員会」において、適宜調整を行う体制としている。知的財産権については、事業終了後も視野に、技

術開発の貢献度に応じて組合から組合員へ知的財産権の譲渡ができるルールとしている。データや事業の成果につ

いては、企業機密に配慮しつつ、可能な限り社会一般への公開に努める。 

 

評価に関する 

事項 

事前評価  

中間評価 2018 年度 中間評価実施（経済産業省） 

事後評価 2025 年度 （予定） 

３．研究開発成果

について 

●研究開発項目①苫小牧における CCS大規模実証試験 

 CO2 圧入期間中、濃度 99％以上で CO2 を分離・回収し、年間 10 万トン規模での CO2 圧入を実施し、累

計圧入量 30 万トンを達成した。また、圧入期間中か現在まで、CO2 の漏出（海水の化学的性状の測定値を含

む各監視データの総合判断から CO2 漏出が認められる状況）は検知されていない。 

 

●研究開発項目②安全な CCS実施のための CO2貯留技術の研究開発 

 2019年度以降に CCS実証サイトに適用可能な技術開発として、CO2圧入・貯留に関わる安全管理技術の開

発、大規模貯留層の有効圧入・利用技術の開発、CCS 普及条件の整備や技術事例集の作成等を実施した。 

 

●研究開発項目③CO2分離・回収技術の研究開発 

③－1)先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発 

本事業では、先進的な固体吸収材法による CO2 分離回収技術の実用化を促進することを目的に、固体吸収

材製造技術の合理化、回収プロセスの最適化検討、ベンチスケール回収試験、実ガス曝露試験、石炭火力発電

所におけるスケールアップ試験装置の設計、商用化に向けたシステム検討を実施し、ラボスケール試験において、回

収エネルギー1.5 GJ/t-CO2 以下、回収率 90%以上、回収純度 99%以上の性能を示すとともに、有用なシミュ

レーターの構築および高精度化を実現した。 

また、ベンチスケール試験については、装置改良を実施し、固体吸収材循環量を増大させるとともに、安定した循

環運転に成功し、改良した固体吸収材に、運転条件を適合させることで事業目標の CO2 回収量を超える 7.2 

t/d を実現する目途を得た。 

 

③－3)二酸化炭素分離膜モジュール実用化研究開発 

実ガス（石炭ガス化ガス）を用いたＣＯ２分離性能試験による課題抽出と解決のため、実ガス IGCC 試験設

備での試験に着手し、膜材料と膜エレメントの最適化を図るとともに、CO2 分離･回収コスト 1,500 円/t 以下、エ

ネルギー0.5GJ/t以下を達成する目途を得た。 

 

●④CCUS技術に関連する調査 

最新の関連技術の収集・解析により、CCUS 技術の国際競争力の強化を図るために必要な基礎的情報を得る

とともに、CCUS 技術の開発動向と導入可能性、適応性、課題等を整理するため、周辺技術調査を行った。 

メタノールは、カーボンリサイクル技術の中でも様々な業界で重要な基礎原料として使用されるため、特定の産業

の景気に左右されにくく、安定的な需要が見込まれることより、水素と CO2 から合成される基幹物質として、最初に

立ち上がる分野の一つとして期待されている。 

そこで、CCUS 連携運用技術に着手するため、CO2 からのメタノール合成実証に資する可能性検討および周辺

技術調査を行うとともに実証試験を行う場合に必要となる基本設計を実施した。 
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投稿論文 

「査読付き」7 件、「その他」49 件 

●研究開発項目①苫小牧における CCS 大規模実証試験 

 ・査読付き論文：０件、 その他論文：8 件 

●研究開発項目②安全な CCS 実施のための CO2貯留技術の研究開発 

 ・査読付き論文：0 件、 その他論文：36 件 

●研究開発項目③ 

③－1)先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発 

③－2)先進的二酸化炭素固体吸収材の石炭燃焼排ガス適用性研究開発 

 ・査読付き論文：7 件、 その他論文：2 件 

③－3)二酸化炭素分離膜モジュールの研究開発 

 ・査読付き論文：０件、 その他論文：３件 

特 許 

「出願済」5 件、「登録」0 件、「実施」0 件（うち国際出願 2 件） 

特記事項： 

• 本事業中で得られた技術成果のうち、ノウハウについては、公開につながる特許化

は行わない。ただし、必要に応じて、新たな基本特許になりうる重要なものは特許

化を推進する。 

• 本事業によって得られた成果を活用し、標準化機関等との連携を図り、わが国の優

れた CCUS 技術を普及させることを念頭に、積極的な提案活動を展開していく。 

●研究開発項目②安全な CCS 実施のための CO2貯留技術の研究開発 

 ・出願済み：1 件、 登録：0件、 実施：0 件 

●研究開発項目③ 

③－1)先進的二酸化炭素固体吸収材実用化研究開発 

 ・出願済み：4 件、 登録：0件、 実施：0 件 

その他の外部発表 

（プレス発表等） 

●研究開発項目①苫小牧における CCS 大規模実証試験 

 
●研究開発項目②安全な CCS 実施のための CO2貯留技術の研究開発 
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●研究開発項目③CO2 分離・回収技術の研究開発 

 

●研究開発項目④CCUS 技術に関連する調査 

 



 

10 

 

４.成果の実用化・に

向けた取組及び

見通しについて 

実用化とは、CCUS に係る社会的受容性を配慮した上で、各研究開発項目の技術を確立し低コスト化

を図ることである。具体的には、地中貯留技術として圧入レート 10 万 t-CO2/年の実証成果を踏まえ、圧

入レート 100 万 t-CO2/年規模の安全・安心な貯留技術を確立すること、安全貯留管理技術として CO2

圧入に係るモニタリング手法を検証、分離･回収技術として所用エネルギーの低減を図り、これらの成果を整

理し、CO2 排出削減に繋がる技術の見通しを得ることである。 

 温室効果ガス削減目標（2050 年度に温室効果ガスを 2013 年度比８０％削減する目標等）に

向けた材料選定や設備実証等により要素技術を完成させる。 

 CCUSの社会受容性醸成に向け、安全運用方法の確立とモニタリング等の継続実施、結果公開等の

アウトリーチ活動を進める。 

 要素技術開発プロセス、アウトリーチ活動等の進捗管理を行い、開発優先度の調整、開発スケジュー

ルの最適化、技術開発の相互連携を図り、中長期の CCUS 技術開発全体プロセスの最適化・効率

化を図る。さらに調査活動等により CO2 削減に対する市場ニーズを見極めることで、経済性見通しを

確立する。 

 

５．基本計画に 

関する事項 

作成時期 2018 年１月 作成 

変更履歴 

2019 年１月 改訂（PL を記載、評価時期変更、研究開発項目①の事業期間

延長など） 

2019 年 9 月 改訂（CCS を CCUS に変更、研究開発項目③2）の実施期間

延長に伴い事後評価を前倒し事後評価に変更など） 

2020 年 2 月 改訂（新規事業追加、研究開発項目④の延長など） 

2020 年 5 月 改訂（評価時期の変更、研究開発スケジュールの更新など） 
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	次に、テキサス大学オースティン校のKatherine Romanak研究員から、「CCS事業におけるCO2漏出のリスク評価について」紹介がなされた。最初にリスク評価を生かしたモニタリングを行うALPMI（Assessment of Low Probability Material Impact）法について概説された。次にCO2の自然増加のため、ベースラインに基づくモニタリングでは擬陽性（自然変動を漏出と判定）が生じやすく、貯留事業にとって最大のリスクは漏出ではなく、擬陽性による圧入停止や社会受容性...
	米国LLNLのJoshua Whiteグループリーダーからは、「米国のCCUS事業におけるリスクマネジメントについて」紹介があった。まず、米国のCCS規制として、Class-IIの廃水処理とCO2-EOR,Class-VIの長期CO2貯留の説明があった。次にCCS市場リスクとして経済性とCO2供給源の確保、技術リスクとして坑井漏洩、断層漏洩、圧入性の低下、貯留量不足、微小振動、長期モニタリングコストがある旨の説明があり、Salt Creekの坑井漏洩、Snohvitでの貯留量および圧入性に関するリ...
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	最後にモデレーターの松岡名誉教授から、本日の講演を通して、CCSの事業推進や安全面のリスクについて、参加者が幅広い視点で考えられるようになり、関連する技術課題がまだまだ多いことへの理解が進んだのではないかとの期待の表明があった。また、CCSの事業推進と法規制の調整・整合は早期に実施すべき点、サイト固有のリスク評価やモニタリング技術の開発が重要である点、さらには事業保険やPO活動などの非技術面の研究も今後は必要となる点を強調し、本ワークショップの総括とした。
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